
ヒグマ対策事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１ ヒグマ対策事業補助金（以下「補助金」という。）は、北海道補助金等交付規則（昭和 47年北海道

規則第 34号。以下「規則」という。）の規定によるほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

 

（目的） 

第２ この補助金は、補助事業者が、道が定める「北海道ヒグマ管理計画（以下「ヒグマ管理計画」とい

う。）」及び「指定管理鳥獣捕獲等事業に関する実施計画」に基づき、計画的に実施する補助事業等に要

する経費や、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14年法律第 88号。以下「法」

という。）に基づき実施する緊急銃猟に対し、予算の範囲内において交付することにより、ヒグマによ

る被害防止対策等を強化し、もってヒグマ管理計画の目的達成に寄与することとする。 

 

（補助事業者） 

第３ この補助金の対象者は、市町村とする。 

 

（補助事業等） 

第４ この補助金の対象事業は、次に掲げるものに区分し、その内容は別表第１に示すものとする。な

お、既に実施又は終了している事業（国民の命と安全を守るために行った緊急的な取組は除く。）及び

他の国費の助成を受けて実施している事業は認めない。 

（１）捕獲等事業 

（２）出没防止対策事業 

（３）出没時の体制構築事業 

（４）緊急銃猟対応等実務者の育成事業 

（５）緊急銃猟対応等実務者の配置事業 

 

（補助対象経費） 

第５ この補助金の対象経費は、補助事業者が行う補助事業等に要する経費のうち、別表第２に掲げる

経費とする。ただし、捕獲報奨金、銃、処理加工施設、射撃場の整備等を除く。 

 

（補助金交付額の算定方法） 

第６ この補助金の交付額及びその限度額は事業区分ごとに算定することとし、その方法は別表第３に

定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７ 補助金の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる

書類を添えて知事に申請しなければならない。この場合において、別表第４に掲げる関係書類を添付す

るものとする。 



（１）事業計画書（別記第２号様式） 

（２）補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式） 

（３）経費の配分調書（別記第４号様式） 

（４）事業予算書（別記第５号様式） 

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 

（１）提出期限 市町村における補助事業の開始日 

（２）提出先  環境生活部自然環境局野生動物対策課 

 

（交付の条件） 

第８ 知事は、申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、補助金を交付すべきものと

認めたときは、交付決定を行い、別記第６号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交付の条件を

通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第９ 補助事業者は、第８の通知を受けた場合において、補助金の交付決定の内容又はこれに付された

条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日から

10日以内に補助金等交付申請取下書（別記第７号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第 10 補助金は、補助金の額の確定後において交付するものとする。ただし、補助事業等の遂行上必要

があると認めたときは、概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金等概算払申請書（別記第８号様式）

を知事に提出しなければならない。 

 

（変更申請手続） 

第 11 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、補助事業等変更承認申請書（別記第

９号様式）に第７の書類を添えて知事に提出し、その承認を受けるものとする。ただし、次のいずれか

に該当するときはその限りではない。 

（１）当該変更に伴い、補助事業等の区分ごとの補助対象経費（要綱第４に定める事業区分ごとの補助対

象経費をいう）を変更しようとするとき。ただし、当該変更に伴う補助対象経費の減額が、変更前の

補助対象経費の額の 10分の２を超えない場合は、この限りではない。 

（２）当該変更に伴い、補助事業等に要する経費の配分（要綱第４に定める事業区分ごとの配分をいう）

を変更しようとするとき。ただし、変更前のそれぞれの配分額のいずれか低い額の 10分の２を超え

ない範囲の変更や、交付決定額の範囲内で緊急的に事業を実施した場合（緊急銃猟の実施等）の変更

を除く。 

（３）補助事業等の区分を新設しようとするとき。 

 

（補助事業の中止または廃止） 



第 12 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ、補助事業等中止（廃

止）承認申請書（別記第 10号様式）を知事に提出し、その承認を受けるものとする。 

 

（実績報告） 

第 13 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、事業の完了の日

若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度の 4 月 10 日のいずれか早い日までに、補助

事業等実績報告書（別記第 11号様式）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

この場合において、別表第５に掲げる関係書類を添付するものとする。 

（１）事業実績書（別記第 12号様式） 

（２）補助金等精算書（別記第 13号様式） 

（３）事業精算書（別記第 14号様式） 

 

（補助金の額の確定） 

第 14 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結果が補

助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、

その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20日以内とし、期限内に納付がない場合に

は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるそ

の後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違

約延滞金を徴するものとする。 

 

（電子メールによる申請等） 

第 15 補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知については、

当該申請等に係る書類の電磁的記録を、別に指定する電子メールアドレスに電子メールを送信する方

法により行うことができる。 

 

（その他） 

第 16 知事は、事業着手後に交付決定を行う場合には、事業の目的、内容、効果、収支、実施時期等を

勘案し、事業着手後の交付決定であっても交付金の目的に合致することや事業着手後の交付決定がや

むを得なかった事情等を十分に審査した上で、その内容を交付決定書等で明らかにするものとする。 

 

（附則）（令和６年１月 26日付け野生第 815号） 

この要綱は、令和６年（2024年）１月 26日から施行する。 

（附則）（令和７年１月 20日付け野生第 1080号） 

 この要綱は、令和７年（2025年）１月 20日から施行する。 

（附則）（令和７年３月 31日付け野生第 1338号） 



 １．この要綱は、令和７年（2025年）４月１日から施行する。 

 ２．この要綱による改正後の規定は、令和７年度予算に係る補助金から適用し、令和６年度以前の予算

にかかる補助金については、なお、従前の例による。 

（附則）（令和７年６月 18日付け野生第 210号） 

 １．この要綱は、令和７年（2025年）６月 19日から施行する。 

 ２．この要綱による改正後の規定は、令和７年度予算に係る補助金から適用し、令和６年度以前の予算

にかかる補助金については、なお、従前の例による。 

（附則）（令和７年８月 28日付け野生第 504号） 

１．この要綱は、令和７年（2025年）９月１日から施行する。 

 ２．この要綱による改正後の規定は、令和７年度予算に係る補助金から適用し、令和６年度以前の予算

にかかる補助金については、なお、従前の例による。 

（附則）（令和８年１月 30日付け野生第 1051号） 

１．この要綱は、令和８年（2026年）１月 30日から施行する。 

 ２．この要綱による改正後の規定は、施行日以降に交付決定する補助金または環境省の令和７年度補

正予算に係る事業に関する補助金から適用し、施行日以前の予算にかかる補助金については、なお、

従前の例による。 

（附則）（令和８年３月 31日付け野生第 1302号） 

１．この要綱は、令和８年（2026年）４月１日から施行する。 

 ２．この要綱による改正後の規定は、令和８年度予算に係る補助金から適用し、令和７年度以前の予算

にかかる補助金については、なお、従前の例による。 

 

 

 

  



別表第１ 

補助事業 内容 

１ 捕獲等事業 次の捕獲を実施する際に必要な射手への日当や手当、車両のリース費など捕

獲した個体の搬出・処理経費、捕獲事業者への委託費、捕獲するための箱わな

等の購入費用、捕獲に係る保険代、銃弾、ガソリン等の捕獲に必要となる諸経

費など。 

ただし、ア、イについては、法第９条による許可を得て、市町村捕獲計画（別

記第 15 号様式）を既に策定していること又は当該年度内において捕獲等事業

を実施するまでに市町村捕獲計画を策定することが確実と見込まれるものに

限る。 

 ア 別に定める「「人里出没抑制等のための春期管理捕獲」実施要領」に基

づき実施する春期管理捕獲 

 イ ゾーニング計画に基づき、市街地、集落等及びその周辺の緩衝地帯等で

実施する捕獲 

 ウ 法第 34条の２に基づき実施する緊急銃猟 

２ 出没防止対策

事業 

ゾーニング計画や緊急銃猟に伴い実施する、市街地・集落等の周辺における

放任果樹等の誘引物の除去、緩衝帯の整備、移動経路の遮断対策、侵入防止柵

の整備、クマスプレーやクマ鈴の整備、追い払い、人の日常生活圏におけるパ

トロール、普及啓発など。 

３ 出没時の体制

構築事業 

ゾーニング計画の策定、緊急銃猟に伴う消耗品や備品の購入、ゾーニング計

画や緊急銃猟に伴い、市街地・集落等への出没を想定した研修・訓練、出没対

応マニュアルの作成、ドローンやセンサーカメラ等を活用した出没情報の収

集・提供、相談窓口の設置など。 

４ 緊急銃猟対応

等実務者の育成

事業 

狩猟免許を所持している又は所持する見込みがあるとして都道府県知事も

しくは市町村長が認める者のうち、生活環境、農林水産業被害の防止等や鳥獣

の個体数管理のための捕獲等、鳥獣のモニタリング、関係者との連絡調整、市

民への普及啓発等を行う捕獲従事者等に対する、研修等の育成に向けた必要な

取組など。 

５ 緊急銃猟対応

等実務者の配置

事業 

狩猟免許を所持している又は所持する見込みがあるとして都道府県知事も

しくは市町村長が認める者のうち、生活環境、農林水産業被害の防止等や鳥獣

の個体数管理のための捕獲等、鳥獣のモニタリング、関係者との連絡調整、市

民への普及啓発等を行う捕獲従事者等の雇用及びその者が業務を行うために

必要な狩猟免許の取得や銃の購入など。ただし、任期付職員以外の常勤職員は

除くものとする。 

 

 

 

 



 

別表第２ 

補助対象経費 内容 

１ 諸謝金 講師、専門家等の招聘等、原稿執筆に対する諸謝金にかかる経費をいう。 

２ 旅費 航空機、鉄道、バス、船等の運賃、日当および宿泊に要する経費をいう。 

３ 備品費 単価５万円以上で、反復利用に耐える物品や機器の購入等に要する経費をい

う。 

４ 資材購入費 事業を実施する上で必要な資材購入等に要する経費（直接施工が困難な場合の

必要最低限の工事請負費を含む。）をいう。 

５ 消耗品費 単価が５万円未満の物品や機器であって、おもに消耗される物品の購入等に要

する経費をいう。 

６ 印刷製本費 資料等の印刷、製本、写真焼付、図面焼増等に要する経費をいう。 

７ 通信運搬費 郵便料、電話料、配送業務、その他通信運搬に要する経費をいう。 

８ 借料及び損料 車両、会場、機器類等の使用賃借、光熱水費、借入金の金利支払い等に要する

経費をいう。 

９ 会議費 会議、作業等の際の茶菓、弁当の提供に要する経費をいう。 

10 賃金等 臨時作業員等日々雇用者に対する賃金をいう。 

11 雑役務費 手数料、事業者等に外注して行う調査、捕獲等の実施等、役務の対価として支

払う経費をいう。 

12 保険料 捕獲又は調査等に従事する者の保険料及び法第 34 条の６による補償を行うた

めに加入する保険料をいう。 

13 その他 その他必要な経費で知事が承認した経費をいう。 

 

別表第３ 

事業区分 交付額の算定方法 限度額 

１ 捕獲等事業 別表第２に定める補助対象経費の実支出額から、

寄附金その他収入額を控除した額に３分の２を乗

じて千円未満を切り捨てた金額と６分の１を乗じ

て千円未満を切上げた金額を合算して得た額を交

付額とする）。 

－ 

２ 出没防止対策事業 － 

３ 出没時の体制構築事業 別表第２に定める補助対象経費の実支出額から、

寄附金その他収入額を控除した額に２分の１を乗

じて千円未満を切り捨てた金額と４分の１を乗じ

て千円未満を切上げた金額を合算して得た額を交

付額とする）。 

   － 

４ 緊急銃猟対応等実務者

の育成事業 

－ 

５ 緊急銃猟対応等実務者

の配置事業 

－ 

 

 



 

別表第４ 

申請書等 添付書類 条件 

事業計画書 

（別記第２号様式） 

市町村捕獲計画 

（別記第 15号様式） 

捕獲等事業を実施し、かつ春期管理捕獲又は

ゾーニング計画に基づく捕獲を実施する場

合に添付。 

経費の配分調書 

（別記第４号様式） 

事業費明細書 

（別記第 16号様式） 

－ 

 

別表第５ 

申請書等 添付書類 条件 

事業実績書 

（別記第 12号様式） 

市町村捕獲計画 

（別記第 15号様式） 

交付申請時に添付した場合（実績を記入） 

市町村ゾーニング計画書 ゾーニング計画に基づく事業を実施した場

合 

事業精算書 

（別記第 14号様式） 

事業費明細書 

（別記第 16号様式） 

－ 

取得財産等管理台帳 

（別記第 17号様式） 

取得価格又は効用の増加価格が単価 50 万

円を超える機器、備品及びその他の財産があ

る場合 

整備した備品に関する評価

報告書 

（別記第 18号様式） 

箱わな、侵入防止柵（電気柵）、ドローン、自

動撮影カメラ（単価５万円以上）を整備した

場合 

事業に係る支出証拠書類

（支出未済の場合は、請求

書や領収書、契約書）の写し 

－ 

捕獲票及び捕獲個体の写真 捕獲等事業で捕獲した個体がある場合 

 

  


